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おはようございます。
本日は、当社の決算説明会にお集まり戴きまして、誠にありがとうございます。
厚く御礼を申し上げます。
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本日は、５月１４日に発表致しました２０１９年３月期決算の概要、
２０２０年３月期の業績見通し、並びに中期経営計画「ＰＬＡＮ２０」の
進捗状況についてご説明致します。
プレゼンテーションの所要時間は約３０分を予定しています。
その後、質疑応答の時間を約３０分とり、１１：３０頃の終了を予定して
おります。宜しくお願い致します。
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それでは、２０１９年３月期の決算概要について、ご説明致します。
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売上高は、ＬＰガスが高値で推移したことや、カセットこんろ・ボンベの販売が
好調だったことに加え、産業ガス・機械およびマテリアル事業が好調に推移
したことで、前年同期に比べ６．６％増収の７１５０億円となりました。
売上総利益は、ＬＰガスの輸入価格が需要期である下期にかけて下落した
影響により市況要因がマイナスに転じ、総合エネルギー事業は減益と
なりましたが、産業ガス・機械事業およびマテリアル事業が好調に推移した
ことにより、前期比２５億円増益の１７０６億円となりました。
ここで、ＬＰガスの輸入価格の変動が業績に与える影響について、
簡単に説明致します。
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当社はＬＰガスを中東と米国から輸入しており、中東からの輸入価格を
「コントラクト プライス」、略してＣＰ（シーピー）と呼び、米国からの輸入価格を
「モントベルビュー」、略してＭＢ（エムビー）と呼んでおり、これらは毎月変動
致します。
当社は、輸入価格の変動を平準化するため、多くの卸売先との間で、販売価格を
ＣＰと連動するよう取り決めていましたが、２０１７年１０月からＣＰとＭＢに連動する
価格体系に変更しています。
一方、当社では在庫評価について「先入れ先出し法」を採用していますが、
ＬＰガスの輸入から販売まで時間がかかるため、販売する際には、約３ヶ月前の
在庫を販売することになります。
この結果、ＬＰガス輸入価格の上昇時には安い原価の在庫を高く売ることに
なる一方、下落時には高い原価の在庫を安く売ることとなります。
これらの影響を「市況要因」と呼んでおります。
なお、ＣＰの推移については、決算短信の２５ページに記載しております。
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続いて営業利益ですが、増収に伴い運搬諸掛や人件費などの販管費が
前期に比べ３３億円増加したため、前期比７億円減益の２６４億円と
なりました。
営業外損益は、持分法による投資利益や受取配当金の増加や
支払利息の減少もあり、前期比１２億円の収益改善となりました。
その結果、経常利益は、前期比５億円増益の２９９億円、当期純利益は、
前期比１６億円増益の１９２億円となりました。
経常利益、当期純利益については、過去最高益となりました。
次に、セグメント別の状況についてご説明させて戴きます。



総合エネルギー事業は、「カセットこんろ・ボンベ」や工業用ＬＰガスの販売が
好調に推移しましたが、ＬＰガスの市況要因の影響が前年度にプラス５億円、
今年度にマイナス２８億円発生し、前期比で３３億円のマイナスとなった結果、
営業利益は２９億円減益の１０８億円となりました。
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次に産業ガス・機械事業ですが、電力料金の上昇に伴う製造コストの
増加によるエアセパレートガスの収益性減少や、水素関連設備の販売減少が
あったものの、市況の上昇やコンテナの償却費用の減少によりヘリウムの
収益性が改善したことに加え、炭酸ガス・半導体ガスの販売が堅調に推移し、
営業利益は１３億円の増益で、１１１億円となりました。
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続いてマテリアル事業は、ミネラルサンドの市況上昇と販売増加に加え、
低環境負荷のＰＥＴ樹脂原料や二次電池材料の販売が大きく伸長し、
営業利益は１２億円増益の５７億円となりました。
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自然産業事業は、冷凍野菜等主要商品の収益性が低下したことに加え、
畜産設備の販売が減少し、営業利益は２億円減益の１１億円となりました。
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次に主な財政状態についてご説明致します。
３月末の総資産は前期比４０億円増加の４５７６億円、
自己資本は前期比１１０億円増加の１６５４億円となり、
その結果自己資本比率は２．１ポイント改善し、３６．１％となりました。



次にキャッシュフローについてご説明致します。
営業キャッシュフローは、純利益や立替資金の減少などにより、
前期比で１０６億円増加し、３９１億円の収入、投資キャッシュフローは、
ＬＰガス、ヘリウムガス、液化水素などへの設備投資があり、
２３６億円の支出となり、結果、フリーキャッシュフローは１５４億円となりました。
また、財務キャッシュフローについては、借入金の返済などにより１３６億円の
支出となりました。
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続きまして、２０２０年３月期の各セグメントの見通しについてご説明申し上げます。
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総合エネルギー事業ですが、売上高は、３４４２億円で２．４％の増収、
営業利益は、１５１億円で３６．５％の増益を予想しております。
引き続き、Ｍ＆Ａ推進や電力小売り・水事業との連携によりＬＰガス直売顧客数の
拡大を図るとともに、燃料転換の推進による工業用ＬＰガスの拡販を進めるなど、
ＬＰガス販売数量の増加に努めます。
また、ガス関連機器や「カセットこんろ」シリーズの新商品開発、「富士の湧水」
などのＢｔｏＣ商品の販売を強化するとともに、ＬＰガス事業で培った保安や
営業力を活かし、都市ガスエリアでの収益拡大を図ることで、
エネルギー生活総合サービス事業の拡充に取り組みます。
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続いて、産業ガス・機械事業ですが、売上高は、１９７０億円で４．７％の増収、
営業利益は、１１３億円で１億円の増益を予想しております。
引き続き、エアセパレートガスや液化水素のさらなる顧客拡大と、新需要の開拓に
努めてまいります。
ヘリウムについては、米国での備蓄量の減少やプラントのトラブルにより供給量が
大幅に減少する一方、中国を中心とした半導体や光ファイバー向けの需要が
拡大し、世界的な供給不足の状況が継続しております。
国内外の顧客への安定供給を確保するとともに、調達コストの上昇への対応を
進めてまいります。
機械設備については、半導体業界向けは減速懸念があるものの、
自動車業界向けを中心に堅調に推移する見通しです。
引き続き産業ガスの顧客基盤を活かし、相乗効果を発揮し、販売拡大に努めます。
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マテリアル事業については、売上高が１６８５億円で５．９％の増収、
営業利益は５８億円で１億円の増益を予想しております。
注力している成長事業については、着実に事業規模が拡大しています。
２０１８年度実績では、バイオマス事業、低環境負荷ＰＥＴ樹脂原料、二次電池
材料の売上高は合計で２００億円を超え、前年比で２倍以上の事業規模と
なりました。
ＰＬＡＮ２０の目標である事業規模３００億円の達成に向けて、引き続き拡販に
努めてまいります。
一方、チタン・ジルコン等の鉱物原料事業については、市況価格が頭打ちとなる
ことを想定しており、２０１８年度並みの収益性を確保することは厳しい見通し
ですが、成長事業に加え、樹脂原料やステンレス・アルミ等の拡販を見込んでおり
事業全体では増益を確保致します。
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自然産業事業については、売上高は３２４億円で２２．５％の増収、
営業利益は１１億円で３８．５％の増益を予想しております。
品質管理を徹底し、国内外で安心・安全な食品の販売拡大に努めるとともに、
農業生産事業への参入や商品開発により事業領域の拡大に取組みます。
また、大手事業者との提携により種豚事業の強化を図ります。
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各セグメントの状況を踏まえ、
２０２０年３月期の見通しについて、ご説明申し上げます。
２０２０年３月期の連結業績予想は、
売上高は、前期比 ４．５％増収の ７４７３億円
営業利益は、前期比 １５．３％増益の ３０５億円
経常利益は、前期比 １０．２％増益の ３３０億円
当期純利益は、前期比 ６．７％増益の ２０５億円
を予定しています。
これにより経常利益、当期純利益に関しては、ＰＬＡＮ２０最終年度の
目標を１年前倒しで達成することになります。
なお、業績予想の前提となる為替の想定は１ドル１１０円、
ＬＰガス輸入価格（ＣＰ）の想定は１トンあたり４９０ドルです。
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２０１８年度の配当につきましては、１０円増配の６５円を予定しております。
これにより配当性向は単独で３０．１％、連結で１６．６％となります。
今後とも業績や経営環境を慎重に考慮しながら、適正な利益還元を
実施していきたいと考えております。
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続いて、中期経営計画ＰＬＡＮ２０の進捗状況についてご説明させて戴きます。
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ＰＬＡＮ２０での経営数値目標については、
「経常利益３３０億円」、「ＲＯＥ１０．０％以上」、
「ネットＤ／Ｅレシオ０．７倍」を掲げており、順調に推移しております。
また、当社はコア事業をガス＆エネルギーとしており、主要な事業の成長を測る
指標として、「ＬＰガス直売顧客数」、「国内外カセットこんろ・ボンベ販売数量」、
「エアセパレートガス販売数量」、「液化水素販売数量」の４指標を重要事業
指標とし、達成に向けて取り組んでおります。
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ＬＰガスの直売顧客数は、セントラル石油瓦斯株式会社を完全子会社化した
ことで、２０１７年から９万戸増加し、９９万戸と拡大しました。
ＰＬＡＮ２０最終年度の目標である１００万戸を一年前倒しで達成できるよう
努めてまいります。
国内外でのカセットこんろ・ボンベの販売については、国内での防災意識の高まり
を受け、こんろは２０１７年の３３３万台から５３万台増加し、３８６万台と
なりました。また、ボンベは２０１７年の１億３百万本から、１８百万本増加し、
１億２１百万本まで伸長致しました。
ＰＬＡＮ２０目標値であるカセットこんろ４４０万台、ボンベ１億３７百万本の達成に
向けて、新商品の投入や新たな需要を喚起するような販売活動に努めて
まいります。
なお、国内シェアは、２０１９年３月時点で、コンロで８０％、ボンベで５５％と
なりました。
トップシェアメーカーとしての地位をさらに盤石にしていきたいと思います。
エアセパレートガスは２０１７年の１５億ｍ３から１億ｍ３増加し、１６億ｍ３と
なりました。ＰＬＡＮ２０の目標値である１７億ｍ３の達成に向けて、国内外での
販売拡大に努めてまいります。
液化水素は２０１７年の５９百万ｍ３から１１百万ｍ３増加し、７０百万ｍ３と販売が
伸長致しました。ＰＬＡＮ２０の目標値である９０百万ｍ３の達成に向けて、
新規顧客の獲得に取り組んでまいります。
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続きまして、当社の主力事業であるＬＰガス事業での取り組みについて
ご説明致します。
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当社では、Ｍ＆Ａを中心とした直売顧客の獲得を進めておりますが、このたび
セントラル石油瓦斯株式会社を完全子会社化致しました。
これによりＰＬＡＮ２０の目標値である直売顧客数１００万戸まであと一歩と
迫っており、前倒しで達成出来るように努めてまいります。
加えて、重複している地域での販売・物流機能の効率化を図ってまいります。
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また、当社のＬＰガスのお客様へ安定供給を維持するため、災害に強いＬＰガス
基幹センターの整備、物流体制の確立を進めております。
災害時の早期復旧のために、災害救援隊の組織化もしており、３６００名を超える
隊員を擁しています。
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続いて、都市ガス小売自由化への取り組みについてご説明致します。
関西、中部エリアにおける、当社の都市ガス保安顧客は、関電ガスで８０万戸、
中部電力は１４万戸と確実に顧客数を伸ばしております。
増熱用のＬＰガスの販売に加えて、ガス関連機器やＢｔｏＣ商品の拡販に着実に
取り組むことで、都市ガス事業の収益拡大を図ってまいります。
次に、水素エネルギー社会に向けた取り組みについてご説明致します。
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このたび米国カリフォルニア州において水素ステーション４カ所を買収し、米国内
では日系企業として初となる水素ステーション運営を開始致しました。
カリフォルニア州では州政府や自動車メーカーによるＦＣＶ（燃料電池自動車）の
普及促進に向けた取り組みにより、既に６０００台以上のＦＣＶが普及しており、
日本の約２倍になっています。
この他にも大型物流トラックのＦＣ化や、港湾車両等をＦＣ化する計画など、水素
エネルギー利活用への取り組みが進行中で、今後の水素需要の伸長が
見込まれています。
カリフォルニア州での運営参入を機に、米国での水素ステーション運営の
ノウハウも蓄積し日米での整備を進めてまいります。
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また、当社では現在、国内で２６カ所の水素ステーションの建設・運営をしており、
４月２５日に北信越地方で初となる「イワタニ水素ステーション 新潟中央」を
開所致しました。
今年度は、先週土曜日に開設記念式典を開催した和歌山に加えて、東京葛西の
開所を予定しており、国内での水素ステーションの普及に向けた取り組みを着実
に進めてまいります。
水素ステーション事業に関しての先行投資はあるものの、液化水素ではさらなる
新規顧客獲得や、既存顧客の需要増もあり、水素事業全体としては収益を確保
しています。
堅調な液化水素需要に対応するため、現在大阪府堺市のハイドロエッジに
おいて、２０１９年度中にもう１系統増設する計画を進めています。
今後も拡大が見込まれる液化水素の需要に対して、万全の生産体制を整えて
まいります。
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中長期の取り組みについてご説明致します。
安価で大量の水素ソース確保に向けては、オーストラリアの褐炭から液化水素を
製造し輸入する実証を行うため、川崎重工業、電源開発、シェルジャパンとともに
技術研究組合を立ち上げており、本年中には神戸の液化水素ターミナルが
完成し、来年度中には液化水素運搬船による輸送が開始される予定と
なっております。
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また、福島県では、東芝、東北電力と共同で、太陽光や風力など再生可能
エネルギーから発電した電気を用いて、世界最大級の水電解の水素製造装置を
建設する、「福島新エネ社会構想」にも参画しております。
福島県で製造されたＣＯ２フリー水素は、需要地である首都圏に運ばれ、
２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックにおいてＦＣＶの燃料として使われる
事を想定しています。
この他に、神奈川県、山口県、関西国際空港等、様々な実証にも参画しており、
引き続き、水素エネルギー社会の実現に向け、積極的に取り組んでまいります。
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最後に、環境・社会・ガバナンスへの取組みについてご説明します。
岩谷の水素事業、バイオマス、バイオＰＥＴ事業などは環境に貢献する事業、
ＬＰガスや産業ガス事業は、暮らしや産業のインフラを支える事業です。
こうした事業を推進することで、環境問題や社会への貢献も行ってまいります。
また、労務管理や保安体制、コンプライアンスの強化にも努め、経営基盤を固める
ことで、ＰＬＡＮ２０の達成にも繋げたいと考えております。
なお先ほど申し上げましたが、今年度の業績予想は増収増益を見込んでおります。
現状は米中貿易問題など難しい経営環境の中でありますが、ご期待に沿えるよう
尽力してまいりますので、ご指導賜りますよう、宜しくお願い致します。
決算説明会のプレゼンテーションは以上です。
ご清聴ありがとうございました。
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